
人事戦略

基本方針

　当社グループは、多様な人財にさまざまな働き方を提供し、一人ひとりが 
生き生きと働く人財集団とすることを人事の基本方針として掲げ、「健康経営」
「人財活用・育成」「ダイバーシティ」を推進していきます。

　当社グループは、常にお客さま満足を追求し、継続的な事業成長を確実なものとするために、一人ひとりの従業員が、「心身ともに 
健康で、活力に満ちた存在であること」が重要であると考え、グループ一体となって「健康経営の推進」に努めています。

健康支援センターの設置
　健康経営の推進では、次の2つを目標に掲げています。2019
年に設置した健康支援センターに統括産業医・産業保健師を
配置し、これらの目標の実現に取り組んでいます。

ラインケア研修の実施
　2019年度は、健康経営の一環として策定している「心の健康
づくり計画」に基づき、メンタルヘルスケアに関する取り組みの 
第2弾としてラインケア研修を実施しました。管理監督者を対象
に、メンタルヘルスに関する知識、
ラインケアとして部下の様子の
変化への早期の気づきと、対応
について理解し、心身ともに良
好な職場環境を築くためのスキ
ルアップを図りました。

研修実施回数： 11回

場所： 東京、千葉、大阪、福岡

参加人数： 合計158名

参加者の年代別割合

モラールサーベイの実施
　当社は、職場環境の改善に向け、毎年全従業員を対象にモ
ラールサーベイを実施しています。サーベイでは会社のビジョン
の浸透やコミュニケーションなどについて5段階で尋ねるアンケー
ト形式となっており、従業員の職場環境に対する満足度ややる
気を調査する内容となっています。サーベイの結果および改善策
については、社内で共有しています。

サーベイの内容

多様な働き方の推進
　働く場所、働く時間、担当する業務について多様な選択肢を
設定し、それぞれの違いに応じて5つの従業員区分※を設けてい
ます。各従業員区分はあくまでも働き方の選択です。一人ひとり
の仕事ぶりに応じて、評価や昇進は公平に行っています。

※  グローバル社員、リージョナル社員、エリア社員、ローカル社員、フレックス社員

健康経営 人財活用・育成 ダイバーシティ

                    健康経営

奇数年度
イオングループ共通のサー
ベイにより自社の位置付け、
強み、弱みを確認

偶数年度
課題とされた項目に関し、
原因を深掘りするサーベイ
を当社グループ独自で実施

 ラインケア研修の様子

60代  5%
その他  1%

50代  39%

30代  6%

40代  49%

※ エントリー会社2,328社中、上位500社が「ホワイト500」に認定

　当社並びにイオンクレジットサービス
（株）の2社は、2019年度の「健康経営
優良法人2020（ホワイト500※）」に認定
されました。また、（株）イオン銀行、イオン保険サービス（株）、
イオンプロダクトファイナンス（株）、イオン住宅ローンサービス
（株）、イオン少額短期保険（株）、エー・シー・エス債権管理
回収（株）、ACSリース（株）の7社が「健康経営優良法人」の
認定を受け、グループ全体では9社が認定企業となりました。

Topics

  健康診断結果に基づく予防策、支援策の充実

  心の健康づくり計画※の実現（メンタルヘルスの保持増進）

※ 厚生労働省による「労働者の心の健康の保持増進のための指針」を受け策定
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　当社は、従業員一人ひとりが高い志を持って生き生きと働き、自
己実現を図ることができる職場環境が大切であると考えています。
そのため、自己啓発の推進や公募型研修の実施により、従業員
一人ひとりが自らキャリアデザインを描けるよう取り組んでいます。
　また、各職場では上司・先輩によるOJTを積極的に行い、業務
知識を習得する「職場内教育」を実施するとともに、当社グループ
の業務全般にわたる知識・経験を身につけることで、お客さまの
ニーズに合った金融サービスを提案できるプロフェッショナルな
人財を育成しています。そして、自ら前向きな姿勢で学ぶ「自己啓
発」を人財育成の中心としています。

研修制度の例

コンプライアンス研修
　コンプライアンスに対する高い意識醸成、および各種法令等
への理解を深め、組織のガバナンス強化につなげるため、毎年 
当社が主体となり、国内外各社の全役員、部長を対象に研修を
実施しています。

　2019年度は、コンプライアン
ス研修を日本、香港にて実施し、
177名が受講しました。

AFSグループ人事制度の統一
　当社グループでは、総合金融サービスを提供する企業として、
グループ内各社での人財活用、人財交流を積極的に行っていま
す。こうした動きを円滑に進めるために、国内各社の人事制度
（資格等級、人事評価、報酬制度など）を統一し、グループ内の
どの企業に配属となっても人事制度上の処遇に差がないよう、就
業インフラを整備しました。
　今後はさらに一層の人財活用、人財交流、人財育成を促進し、
当社の強みであるライフスタイルに応じた総合金融サービスを提
供する企業としての実力を高めていきます。

グローバル人財育成
　当社は海外への事業展開を強化するため、グループ各社の将
来の経営幹部育成を目的に、海外派遣研修制度を構築してい
ます。社内公募により、グローバル感覚や多様性への理解、チャ
レンジ精神を有する若手社員を選抜し、国内および海外現地法
人での実践を通じた研修を実施することで、将来の経営幹部候
補の育成を図ります。

当社グループ 女性管理職比率
2017年8月末 2019年8月末

国内 10.5%
（81／771）

14.5%
（127／877）

国際 45.1%
（385／853）

48.0%
（454／946）

合計 28.7%
（466／1,624）

31.9%
（581／1,823）

（注）カッコ内は人数比（女性／全体）

障がい者雇用（2020年2月29日現在）

　お客さま視点に立ったサービスや商品の提供を実現するために、一人ひとりの個性を尊重し、多様な人財が活躍できる体制づくり
を推進しています。そのため、性別、年齢、国籍等にとらわれることなく考え方や意見の多様性も含め、多様な人財を受け入れ、積極
的に活躍の場を与えるとともに、自由闊達な議論を奨励する社内風土、職場づくりに取り組んでいます。

                    人財活用・育成

                    ダイバーシティ

国内外の経営幹部層に向けたコンプライアンス研修をはじめ 
内部統制をテーマとした合同研修

経営人財やスペシャリストとして活躍するための各種コース

海外視察セミナーや海外派遣研修制度

 コンプライアンス研修の様子

障がいのある方 が々安心して働くことのでき
る農業スキームを活用した農園「ぴーす
ふぁーむ」を運営しています。

2.43％※
※ 当社グループ8社の合計
（参考）法定雇用率：2.2%
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SDGsへの取り組み

　当社は1981年の創業以来、現金決済では手が届きづらい 
商品の分割払いや後払いを可能とするクレジットカード決済や
個品割賦事業を中心にお客さまの生活に密着し、豊かにする 
お手伝いをしてきました。
　「金融サービスを通じ、お客さまの未来と信用を活かす生活応
援企業」を経営理念に掲げ、日本国内はもとよりアジア各国にお
いても、1980年代という日本の金融機関としては初期の段階か
らアジア各国へ事業展開を開始し、現地のお客さまの多様な金
融ニーズに対応してきました。銀行口座を持つことができないアン
バンクト層の方々への与信の提供や、より高度な教育を受けるた
めのローンの提供、保険サービスの提案など、お客さまの生活水
準の向上に寄り添うことが当社の提供価値の源泉となっています。
　こうした当社の事業活動は、2015年に国連が採択したSDGs

（持続可能な開発目標）とも軌を一にしており、当社は今後も金
融サービスの提供を通じ、より豊かな社会の発展に寄与してい
きます。

所得者層別の主な提供サービス

所得 主な提供サービス

クレジットカード、
オートローン高所得者層

中所得者層 パーソナルローン・ 
個品割賦

低所得者層 電子マネー 
マイクロファイナンス

金融サービスを通じ、 
お客さまの生活をより豊かに

マイクロファイナンスを通じてお客さまの生活レベル向上に貢献
　AEON MICROFINANCE（MYANMAR）CO., LTD.（以下、当社）は、2013年6月よりミャンマー
最大都市ヤンゴンでマイクロファイナンス事業を開始しました。イオングループとして我々が展開す
る事業はあくまでもお客さまの生活に根ざしたものでなければならないという考えのもと、ミャンマー
の方々の生活サポート、向上に寄与するべく取り組んできました。
　ミャンマーでは近年、外資参入が増加し、企業も一定の教育を受けた従業員を求めていることか
ら、実践的な職業教育への関心が高まっています。一方、最低日給が約350円と低水準のため、 
銀行などからの融資には原則、担保が必要となります。そこで、当社では、ミャンマーで初めてとなる
無担保での教育ローンサービスを開始しました。お客さまがパソコン教室や語学学校、ビジネスス
クールなどに通う資金を教育ローンとして提供し、お客さまのライフステージ、ライフスタイルに対応
したニーズをサポートすることで、お客さまの生活向上に寄与できるよう取り組んでいます。加えて、
生活必需品や特定の支出を目的とする生活資金に向けた目的ローン、パーソナルローンなども提供
しています。
　当社は、マイクロファイナンスを通じ、生活サポート・向上の一翼を担うとともに、当社がお客さま
に支えられていることを念頭に置きながら、今後も営業地域の拡大、 
商品・サービスを拡充し、多くの方々が金融サービスに触れる機会を
創出することで、ミャンマーの方々へ貢献できるよう努めていきます。

AEON MICROFINANCE（MYANMAR）CO., LTD.

代表取締役社長    三国 尚美

ミャンマー
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多様な決済手段を提供
　AEON SPECIALIZED BANK（CAMBODIA）PUBLIC LIMITED COMPANYは、2011年 
10月よりカンボジアにおいて、分割払いや無担保ローンの展開を開始しました。2015年にクレジッ
トカード事業を開始し、カンボジアのお客さまの日々の暮らしを豊かにすべく金融サービスを提案し
ています。
　カンボジアにおいて、米ドルが広く流通する中、金融政策の観点などから、カンボジア国立銀行
は現地通貨リエルの普及を推進しています。当社は2018年より、QRコード決済・送金機能を備え
たスマートフォンアプリ「リエルペイ」を導入し、同国にて現地通貨リエル建電子マネー（プリペイド）
サービスの提供を開始しました。カンボジ
ア政府が取り組む自国通貨の流通促進策
に貢献するとともに、現金決済が大半を占
める同国において現金の持ち運びの不便さ
解消と安全性に寄与しています。当社は決
済手段の利便性向上を図り、人 の々暮らし
を豊かにしていきます。

個品割賦事業を通じてラオスにおける 
物質的豊かさの差の改善に寄与
　AEON LEASING SERVICE（LAO）COMPANY LIMITED（以下、当社）は、2013年11月より
ラオスの首都ビエンチャンにおいて個品割賦事業を開始しました。
　個品割賦事業は、2020年5月末現在で270の販売加盟店と提携し、スマートフォンやエアコン、
テレビ、冷蔵庫等の家電製品からバイクまで、生活に密着した商品を対象に展開しています。当社
のご利用・支払履歴が良好なお客さまにはメンバーカードを発行し、次回以降のご利用時に優良
な条件でスムーズな審査が可能となるなど、継続的に良好なサービスを提供しています。また、当社
は現地保険会社の代理店としてお客さまの安心のため業界で初めてバイクの個品割賦に損害保険
を組み込んで販売しています。保険料については、一括負担ではなく、割賦とし、支払負担を軽減し
たことで保険加入が容易となり、保険加入意識が少しずつ高まりつつあります。近い将来、少額傷
害等の保険も販売し、お客さまの生活の万一への備え、安心を提供したいと考えています。
　ラオスは人口が約700万人と少ない国ですが、平均年齢は20代半ばと若く、購買意欲が旺盛な
ため、個人消費の増加基調継続が期待されます。中期的にはビエンチャン都に加え、ラオス第二、
第三の都市への展開を考えています。都市によってその発展や物質的
豊かさの差は大きいのですが、金融サポートによりその差を改善するこ
とが当社のビジネスチャンスであり役割でもあると考えています。

AEON LEASING SERVICE（LAO）COMPANY LIMITED

代表取締役社長    川村 邦夫

ラオス

カンボジア

現地政府とともに、社会課題解決
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環境・社会貢献活動

金融リテラシー
　当社グループはSDGs（持続可能な開発目標）等を踏まえ、持
続可能な社会の実現に向けた活動、特に金融教育に注力してい
ます。当社およびイオンクレジットサービス（株）では共同で、高
校生を対象とした金融教育（クレジットカードをはじめとするお
金に関するもの）の実施を通して、将来の健全なカードホルダー
の育成に継続して取り組んでいます。株式会社イオン銀行では、
大学生を対象とした金融リテラシー教育を実施しています。

2019年度は25大学において、延べ5,344名の大学生を対象に
116講義を行いました。また、イオン（株）の「グローバルインターン
シップ事業」の一環として、日
本の大学生にマレーシアやベ
トナムの子会社における就業
体験実習を通して金融リテラ
シーや地域文化について学習
する機会を提供しました。

CSR基本方針

　私たちイオンフィナンシャルサービスは、イオングループの一員として、「金融サービスを通じ、お客さまの未来と信用を活かす生活応
援企業」という経営理念のもと、ステークホルダーの期待に応え、社会の持続可能な発展に貢献する企業集団を目指すとともにその
ためのビジネスの推進を強化します。

　当社は、イオングループの一員として、お客さまやステークホルダーの皆さまとともに、環境問題や社会課題を 
解決し、持続可能な社会の実現を目指しています。

CSR推進体制

　イオンフィナンシャルサービスでは、CSR担当取締役を委員長
とするCSR委員会を設置し、環境保全、地域貢献等のCSRに
関連した事項の審議・決定を行っています。委員会は四半期に
1回開催し、CSRに関する重要課題および取り組み実績につい
て審議、その審議内容は委員長より取締役会に報告しています。

オブザーバーとして、中核子会社であるイオンクレジットサービス
株式会社、AFSコーポレーション株式会社、株式会社イオン 
銀行3社の社長が参加するなど、イオンフィナンシャルグループと
して一体感のあるCSR活動の推進を行っています。

CSRにおける重点領域
 お客さま本位の金融サービスの追求
 持続可能な環境・社会の実現

 地域社会への貢献
 コーポレートガナバンスの充実

  金融経済教育

指示提案・報告

報告

取締役会

CSR委員会
＜委員＞   常勤取締役 ＜オブザーバー＞   常勤監査役＜委員長＞   CSR担当取締役

※ 審議内容により、各部室や子会社も参加

経営管理本部 海外事業本部 オペレーション 
企画本部 システム本部 経営企画本部 新規事業 

開発本部 人事総務本部
リスク管理・ 
コンプライアンス 

本部

子会社

モニタリング・助言・指導報告
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植樹活動
　当社グループの従業員は、毎年、公益財団法人イオン環境財
団が主催する植樹活動に積極的に参加しています。2019年5月
に開催された「南富良野町植樹」（北海道）や、海外において9月
に開催された「マレーシア（ビドー）植樹」等に当社取締役を団
長としてお取引先の皆さまとともに参加しました。これらを含め、
同財団による年間植樹本数は約50,000本となりました。
　また、イオングループの駐タイ現地法人で作るイオン・タイ財
団では2008年より森林保護の目的のもと、タイ各地で植樹活動
を行っています。2019年8月には、タイ北部チェンマイ県の国立
公園にある小学校と共同で、
植樹活動を実施しました。

WEB明細（環境宣言）
　当社はイオンカードのご利用明細をインターネットおよびスマー
トフォンアプリ「イオンウォレット」でご確認いただくWEB明細へ
の切り替えを推進しています。これにより、封筒1通につき500g※

のCO2排出量が削減でき、2019年度にはCO2の排出量を年間
約5万トン削減しました。

※  環境省「エコ・アクション・ポイントの二酸化炭素削減効果の算出手法例」を基に
算出

ISO14001
　当社では、独自のマネジメント体制を構築し、環境活動を推進
しています。国内主要子会社であるイオンクレジットサービス（株）
および香港、タイ、マレーシアの上場子会社では、ISO14001認
証を取得し、環境負荷の低減に取り組んでいます。さらに、イオン
クレジットサービス（株）では、業務効率の改善に取り組むほか、
教育・訓練体系の年間計画を策定し、ISO教育を実施すること
で、従業員の環境意識の啓発を図っています。

東日本大震災復興支援
　当社グループは2017年度
より、特定非営利活動法人
ザ・ピープルのご協力のもと、
福島県いわき市で綿花栽培
の収穫ボランティアを実施して
います。過去3回の開催では、
グループ各社の従業員とその家族が参加しました。このプロジェ
クトは、東日本大震災後、津波により稲作が困難になった農地
で、塩害に強い綿を栽培し製品化することで、福島県の農業の
再生と地域の雇用を生み出すことを目的としています。今後も当
社グループは東北の復興支援活動を継続していきます。

海外での地域貢献活動
　海外各社においても、積極的な地域貢献活動を展開し、各エ
リアにおいて地域密着経営の推進に取り組んでいます。
　香港では、現地法人AEON CREDIT SERVICE（ASIA）CO., 
LTD. が環境保護、教育、文化交流などさまざまな領域において
地域貢献活動を行っています。2019年度は地域社会の未来を
担う大学生支援として、中国（香港を含む）の7大学への奨学金

と、UNICEF Young Envoys Programへの協賛金を合わせて、
年間計119万香港ドル（約1,650万円）を寄附しました。
　AEON THANA SINSAP（THAILAND）PUBLIC COMPANY 
LIMITEDは、がん治療と細胞・遺伝子研究を行うラマティボディ
財団支援のためのチャリティーボウリングを開催したほか、タイ赤
十字社を通じて高齢者施設や小中学校に必要な物質を寄贈し
ました。AEON CREDIT SERVICE（M）BERHADでは障がいの
ある児童への募金活動を継続的に実施しました。

公益財団法人イオンワンパーセントクラブへの寄附・募金活動
　当社、イオンクレジットサービス（株）、（株）イオン銀行および
イオン保険サービス（株）の4社は、「公益財団法人イオンワン
パーセントクラブ」（以下、イオン1%クラブ）に税引前利益の1%
相当額を拠出し、イオングループの
その他協賛企業とともに、イオン
1%クラブの「次代を担う青少年
の健全な育成」「諸外国との友好
親善」「地域社会の持続的発展」
を3つの柱とする事業活動を支援
しています。

  社会貢献

  環境保全
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社外取締役メッセージ

　「金融サービスを通じ、お客さまの未来と信用を活かす生活応
援企業」というぶれない経営理念のもと、日本で、そしてアジア各
国において積極的な事業展開を行っていることは当社グループ
の最大の強みです。当社グループは、アジア各国においては比較
的若い企業であり、新しいことにチャレンジしていく姿勢に、今後
のさらなるビジネスの拡大が期待できます。
　今、各事業の深掘りに加え、エリアや業務の横展開がなされ
ています。その中で課題であり、今後も大切になってくるのは、 
やはり「人」です。人財を発掘し、適財適所に配置していくこと、
そしてその人財を活かしていくことが重要です。企業におけるダイ
バーシティとは、その多様性を受け入れ、活かす「インクルー
ジョン」までが重要です。
　それにより、さまざまな角度からの視点が加わり、さらなる事業
革新が期待できます。多様な人財を活かすことに加え、当社グ
ループのすべての従業員がさまざまな仕事に従事する機会を持
ち、それぞれの経験や能力、考え方が認められ、活かされている

状態を作ることが企業価値の向上には不可欠だと思っています。
　「働き方」が大きく変わっていく今、事業計画を実現するため
の人事施策や制度、企業文化を広い視野で考えられるような仕
組みや、体験の機会を持つためのサポートや啓蒙・ディスカッ
ション等を、社外役員の目としてさまざまな機会を通じて積極的
に行っています。
　新型コロナウイルス感染症の発生を受け、私たちの暮らしは
大きく変わりました。その中で、イオングループは生活インフラと
して人々が生きていく上で不可欠な企業グループであることを、 
強く再認識しています。当社グループは、金融サービスという重
要な役割を担っています。投資家の皆さまには、5年後、10年後、
そして100年後にも、当社グループが人々から求められ、理想と
する企業集団であり続けるために、加速する外部環境の変化を
好機と捉えてチャレンジしていく姿に、ぜひ注目していただきたい
と思っています。

　当社は、コーポレートガバナンス・コードへの対応に極めて真
面目に取り組んでおり、既にフルコンプライを実現しています。
　当社の取締役会では十分な時間を掛けて活発な議論が行わ
れ、取締役会の実効性は十分に確保されていると考えます。さら
に、さまざまなバックグラウンドを持つ独立社外取締役の増員に
よって、これまで以上に幅広い視点から深度のある検討が可能
となり、また社外取締役の意見が取締役会の意思決定に反映さ
れるウエイトが高まっています。加えて、執行役員制度の導入に
より執行の責任が明確化されたため、取締役会がより効果的な
監督を実施できるようになりました。
　一方、今後の課題としては、取締役会のボードダイバーシティ
を確保し、各取締役の能力、知見、経験と当社の戦略の整合性
を高めていくことが重要になります。取締役会での戦略的な議論
のウエイトを高める観点から、議案の吟味（執行部への委任事
項の拡大）や、事務局のより効率的な議案説明等も課題である
と考えます。

　当社は、イオンの有するブランド力、顧客基盤、店舗ネットワー
ク等を活かして、国内外で多様な金融事業を展開しており、 
イオンとのシナジーは、他の金融機関と差別化する最大のポイン
トになっています。このところ親子上場を廃止する企業が増えて
いますが、親会社の施策によって少数株主の利益が害されない
よう、社外取締役や監査役を中心に適切なガバナンス体制が敷
かれており、当社上場の合理性、独立性、実効性は十分に担保
されています。
　最後に、社外取締役の役割として、「守りのガバナンス」だけで
はなく「攻めのガバナンス」も重要な責務と認識しています。直近
の環境変化を踏まえて機敏な行動を促し、「アジアNo.1のリテー
ル金融サービス会社」の実現に向けて全力を尽くしたいと考えて
います。

事業革新の実現には、 
ダイバーシティ＆インクルージョンが不可欠 中島 好美

「守りのガバナンス」だけでなく、 
「攻めのガバナンス」も積極的に推進山澤 光太郎
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　当社グループは、日本最大の流通グループであるイオンの一員
として、リテール金融を担当しており、安定した顧客基盤と生活
インフラ産業のDNAを有しています。また、イオンとともに早くか
ら成長著しいアジア各国に進出し、既に海外事業が営業利益の
約半分を占めるなど伸びしろの大きい海外に事業基盤を築いて
きており、この2点に大きな強みがあります。
　ガバナンス体制においては、独立社外取締役が取締役の3分
の1、社外監査役が監査役の4分の3を占め、各会議においてそ
れぞれに活発な意見が述べられています。執行部門においても
経営会議、内部統制委員会等が整備され、丁寧な審議が行わ
れていることなど、体制と運用の両面においてガバナンスの充実
が図られています。
　グループ各社においても概ね同様ですが、一方で、グループ 
ガバナンスには克服すべき課題を抱えていると考えています。 
当社グループがこれからも発展を続けていくためには、海外事業

において適切にリスクをとりながら業容を拡大していくこと、デジ
タルトランスフォーメーションをはじめとする事業環境の変化に
適切に対応していくことが必要です。当社グループはこれまで、 
各国で事業を開始する際、少数精鋭で進出し、日本で成功した
ビジネスモデルを展開することで成長してきました。しかし、時代
は変化しており、今では現地のイオングループ小売事業と連携し
たエコシステムの構築が日本より進んでいる国もあります。事業
環境が大きく変化し、多数の競合が存在する状況の中で、当社
は親会社として戦略、経営管理の両面において子会社をサポー
トできる人員体制、管理、仕組みを構築し、グループガバナンス
の強化と事業展開におけるグループ各社の裁量尊重を調和させ
ていくことが重要だと考えています。社外取締役として、リスク 
テイクの在り方も含めて、グループガバナンスの改善に寄与して
いきたいと思います。

　2020年5月に当社取締役に就任しました。当社グループは、
日本最大の流通グループであるイオングループの一員として安定
した顧客基盤を有しており、国内外バランスよく事業を行ってい
る印象を持っています。総合金融事業は、現在新型コロナウイル
ス感染症の影響を一時的に受けているものの、成長分野である
ことは間違いなく、中長期的にはさらなる発展を見込むことがで
きるでしょう。ただし、当社グループが担う事業領域では、異業
種からの参入も激しく、競合も多いことから、デジタルへのシフト
を加速させるなどレベルアップを図っていかなければなりません。
　これまで公認会計士として、さまざまな規模・業種の企業に携
わってきましたが、その中で多くの成功事例、失敗事例を見てき
ました。当社グループに限らず近年の傾向として、企業の不祥事
案が明るみに出ている点は見逃せない事実であり、特に物理的
に距離の離れた海外子会社の事例が多いと感じています。当社
グループは、海外子会社に独自性（アクセル）を持たせており、 

それが良いことである一方、ある程度の親会社によるコントロー
ル（ブレーキ）が必要であり、このバランスが重要です。また、内部
統制とも絡む問題ですが、その会社のガバナンスや組織風土に
も強く影響されると思っています。会社として不祥事案を防ぐた
めに、「仕組み」を作ることも大切ですが、組織風土に影響される
ことも多いため、従業員への「意識づけ」が最も大切になるという
ことです。
　ガバナンスに関しては、体制を整えたからそれで十分というこ
とではなく、常に問題意識を持ち、レベルアップを図っていくこと
が必要であり、放っておくと劣化してしまいます。社外取締役とし
て、当社グループの「金融サービスを通じ、お客さまの未来と信
用を活かす生活応援企業」という経営理念を浸透させることや、
風通しの良い職場づくりの「意識づけ」をすることで、ガバナンス
を向上させ、当社グループの一層の飛躍に貢献したいと考えてい
ます。

事業環境の変化に応じた適切なリスクテイクを促し、 
グループの成長に寄与 佐久間 達哉

社員への経営理念の浸透と 
「意識づけ」で強固なガバナンスを実現長坂 隆
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役員一覧
（2020年6月1日現在）

取締役
代表取締役会長

鈴木 正規

1978年  大蔵省入省
2002年  金融庁 監督局銀行第一課長
2007年  財務省 大臣官房総括審議官
2014年  環境省 環境事務次官
2015年  当社顧問  

イオン（株）顧問 
（株）イオン銀行代表取締役会長

2016年  当社代表取締役会長 
（株）イオン銀行 取締役会長（現） 
イオンクレジットサービス（株） 取締役（現）

2017年  イオン（株） 執行役 総合金融事業担当
2019年  当社取締役会長 

AFSコーポレーション（株） 代表取締役会長
2020年  当社代表取締役会長（現） 

AFSコーポレーション（株） 取締役（現）

  選任理由

  取締役会出席状況

  会議／委員会

財務省、環境省において主要な役職を歴任し、その経歴を通じ
て培われた専門的な知識、経験によって取締役会の意思決定機
能や監査機能の実効性強化への貢献が期待されるため。

100% （17回／17回）

• 取締役会
• 経営会議
• 内部統制推進委員会

• CSR委員会
• 指名・報酬諮問委員会

取締役 兼 常務執行役員

万月 雅明

1981年  ジャスコ（株）（現 イオン（株））入社
2013年  イオングループ中国本社GMS事業COO
2014年  イオンクレジットサービス（株） 取締役  

兼 執行役員 マーケティング本部長
2015年  同社取締役  

当社取締役 マーケティング本部長
2016年  当社常務取締役 事業戦略担当 兼 海外事業本部長
2017年  当社常務取締役 グローバル事業担当  

兼 グローバル事業本部長 
AEON CREDIT SERVICE（ASIA）CO., LTD. 取締役会長（現）

2019年  AEON MICRO FINANCE（SHENZHEN）CO.,LTD. 董事長（現） 
AEON CREDIT SERVICE（PHILIPPINES）INC. 取締役 
AEON CREDIT SERVICE（M）BERHAD 取締役（現）  
当社取締役  
兼 常務執行役員 海外事業・イノベーション企画担当  
兼 海外事業本部長 兼 イノベーション企画本部長

2020年  当社取締役兼常務執行役員 海外事業・オペレーション企画 
担当 兼 海外事業本部長 兼 オペレーション企画本部長（現）

代表取締役社長

藤田 健二

1992年  ジャスコ（株）（現イオン（株））入社
1997年  JAYA JUSCO STORES SDN.BHD.（現AEON CO.（M）BHD.）
2004年  同社 社長室長 兼 SC開発副本部長
2005年  同社 SC開発本部長
2007年  イオン（株）人材開発部
2009年  AEON STORES（HONG KONG）CO., LTD. 管理本部長
2010年  同社 取締役 管理本部長
2011年  イオン（株）秘書部
2012年  イオンクレジットサービス（株）アジア事業本部 部長
2012年  AEON CREDIT HOLDINGS（HONG KONG）CO., LTD.  

（現 AEON FINANCIAL SERVICE （HONG KONG）CO., LTD.）取締役
2013年  AEON CREDIT SERVICE（M）BERHAD 取締役
2014年  AEON CREDIT SERVICE（M）BERHAD 代表取締役社長
2019年  AEON THANA SINSAP（THAILAND）PUBLIC COMPANY 

LIMITED代表取締役社長 
AEON SPECIALIZED BANK（CAMBODIA）PLC.代表取締役会長（現）

2020年  イオンクレジットサービス（株） 取締役（現） 
当社代表取締役社長（現） 
AEON THANA SINSAP（THAILAND）PUBLIC COMPANY 
LIMITED取締役（現）

  選任理由

  取締役会出席状況

  会議／委員会

約20年に及ぶ海外勤務経験において、重要な役職を歴任し、当
社のマレーシア・タイの上場現地法人にて社長を務めるなど、特
に海外における豊富なマネジメント経験を有しており、当社事業
への貢献が期待されるため。

（2020 年5月就任）

• 取締役会
・経営会議
・内部統制推進委員会

・CSR委員会
• 指名・報酬諮問委員会
• ディスクロージャー委員会

取締役 兼 専務執行役員

若林 秀樹

1980年  日本住宅金融（株）入社
1997年  ジャスコ（株）（現イオン（株））入社
2007年 当社社外監査役
2008年 イオン（株）執行役
2010年 当社常務取締役 財務経理本部長
2011年 当社取締役 兼 常務執行役員 財務経理本部長
2013年  当社取締役 経営管理担当 

イオンクレジットサービス（株）取締役 兼 専務執行役員
2014年  同社取締役  

AEON THANA SINSAP（THAILAND）PUBLIC COMPANY 
LIMITED 
代表取締役会長（現）

2015年  当社専務取締役 経営管理担当
2017年  当社専務取締役 経営管理担当 兼 経営管理本部長
2018年  イオン保険サービス（株）取締役（現）
2019年  当社取締役 兼 専務執行役員 経営管理担当  

兼 経営管理本部長（現）

  選任理由

  取締役会出席状況

  会議／委員会

当社並びに事業会社の経営管理部門および財務経理部門の責
任者を務めるなど、経営および財務経理に関する豊富な見識・
経験・実績を有しており、当社グループ各社経営管理および業務
効率化の推進への貢献が期待されるため。

100% （17回／17回）

• 取締役会
• 経営会議
• 内部統制推進委員会

• CSR委員会
• ディスクロージャー委員会

  選任理由

  取締役会出席状況

  会議／委員会

事業会社において事業・マーケティング部門での豊富な業務経
験のみならず、海外会社でも主要な役職を歴任し、当社において
も海外事業担当としての経験から、当社グループ各社の今後の成
長戦略の策定・推進への貢献が期待されるため。

100% （17回／17回）

• 取締役会
• 経営会議
• 内部統制推進委員会

• CSR委員会
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取締役
取締役 兼 上席執行役員

三藤 智之

1987年  （株）三和銀行 （現（株）三菱UFJ銀行）入行
1999年  三和インターナショナルplc （ロンドン）  

ストラクチャードファイナンス部 ヴァイス・プレジデント
2005年  リーマン・ブラザーズ証券会社 東京支店投資銀行本部  

シニア・ヴァイス・プレジデント 兼 資本市場部長
2006年  イオン総合金融準備（株）（現（株）イオン銀行） 

市場資金グループリーダー
2007年  同行執行役員　市場資金部長
2010年  同行取締役 兼 執行役員　市場資金部長
2014年  同行取締役 兼 常務執行役員 

法人営業部・法人企画部・資産運用部担当
2019年  同行取締役 

当社リスク管理・コンプライアンス本部長 兼 リスク管理部長 
当社取締役 兼 上席執行役員 
リスク管理・コンプライアンス担当  
兼 リスク管理・コンプライアンス本部長（現） 
PT.AEON CREDIT SERVICE INDONESIA コミサリス会長（現）

取締役 兼 上席執行役員

鈴木 一嘉

1984年 （株）三和銀行（現（株）三菱UFJ銀行）入行
1990年 外務省入省 在マレーシア日本大使館
2005年 （株）ロッテ 経理部主査
2010年 （株）ロッテホールディングス 政策本部業績管理部
2011年 （株）イオン銀行 企画部
2012年 同行執行役員 企画部長
2014年 同行取締役 兼 常務執行役員
2015年 イオンプロダクトファイナンス（株） 専務取締役
2017年  当社取締役 経営企画担当 兼 経営企画本部長 

イオンマーケティング（株）取締役（現）
2018年 AEON SPECIALIZED BANK（CAMBODIA）PLC. 取締役
2019年  当社上席執行役員 経営企画担当 兼 新規事業開発担当  

兼 経営企画本部長 兼 新規事業開発本部長
2020年  アリアンツ生命保険（株） 

（現 イオン・アリアンツ生命保険（株）） 取締役（現） 
当社取締役 兼 上席執行役員 経営企画・ 新規事業開発担当 
兼 人事総務担当 兼 経営企画本部長  
兼 新規事業開発本部長 兼 人事総務本部長（現）

取締役 兼 上席執行役員

石塚 和男

1984年 当社入社
2009年 当社取締役 情報システム本部長
2010年 （株）イオン銀行取締役 兼 執行役員 システム部担当
2014年 当社システム統括部長
2015年 （株）イオン銀行取締役 兼 執行役員 システム担当
2017年  当社取締役 ITデジタル担当 兼 システム本部長  

兼 システム企画部長
2018年  AEON CREDIT SERVICE SYSTEMS（PHILIPPINES）INC. 

取締役
2019年  （株）イオン銀行取締役  

当社上席執行役員 ITデジタル担当  
兼 システム本部長 兼 システム企画部長 
AEON CREDIT SERVICE SYSTEMS（PHILIPPINES）INC. 
代表取締役社長（現）

2020年  当社取締役 兼 上席執行役員 ITデジタル担当 兼 システム本部長 
兼 システム企画部長（現）

取締役

渡邉 廣之

1982年  伊勢甚ジャスコ（株）（現 イオン（株））入社
2006年  イオン総合金融準備（株）（現（株）イオン銀行） 代表取締役 

同行取締役 人事総務・広報統括
2008年  同行取締役 兼 常務執行役員 人事部・総務部担当
2012年  同行取締役 兼 専務執行役員 経営管理本部長  

当社取締役
2014年  （株）イオン銀行代表取締役 兼 専務執行役員 営業本部長
2015年  同行代表取締役社長
2016年  イオンクレジットサービス（株） 取締役
2017年  当社取締役副社長
2018年  イオン（株）執行役 人事・管理担当  

兼 リスクマネジメント管掌（現） 
（株）イオン銀行 取締役 
（株）ザグザグ取締役（現）  
当社取締役（現）

2019年 イオンアイビス（株） 取締役（現）
2020年 アビリティジャスコ（株） 取締役（現）

  選任理由

  取締役会出席状況

  会議／委員会

当社グループの銀行事業立ち上げから市場部門、法人営業等の
フロント業務、審査、オペレーション等の主要な役職を歴任し、リ
スク管理分野における見識と、銀行業務に関する広い知識を有
しておりグループ各社のリスク管理の徹底への貢献が期待される
ため。

93%（13回／14回）

• 取締役会
• 経営会議
• 内部統制推進委員会

• CSR委員会
• ディスクロージャー委員会

  選任理由

  取締役会出席状況

  会議／委員会

事業会社において主に経営企画部門などの重要部門の責任者
を務め、銀行においても豊富な業務経験を有しており、当社事業
並びに事業会社の豊富な知識と経験を有していることから、今後
の企業価値向上への貢献が期待されるため。

（2020年5月就任）

• 取締役会
• 経営会議
• 内部統制推進委員会

• CSR委員会
• ディスクロージャー委員会

  選任理由

  取締役会出席状況

  会議／委員会

当社および事業会社においてシステム部門の責任者を歴任し、 
豊富な経験と実績を有しており、その高い知見は当社の重要な
業務執行の決定並びに監督に十分な役割を果たすことが期待さ
れるため。

（2020年5月就任）

• 取締役会
• 経営会議
• 内部統制推進委員会

• CSR委員会

  選任理由

  取締役会出席状況

  会議／委員会

事業会社の人事部門の責任者を長年にわたり努め、当社主要
子会社である株式会社イオン銀行の社長を務めるなど、当社事
業に関する豊富な知識・経験を有しているため企業価値向上へ
の貢献が期待されるため。

76%（13回／17回）

• 取締役会
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社外取締役
独立役員

中島 好美

1980年  安田信託銀行（株）（現 みずほ信託銀行（株））入行
1997年  シティバンクN.A.個人金融本部 バイスプレジデント
2000年  ソシエテ ジェネラル証券会社SGオンライン支社  

マーケティング・営業担当 シニア・ジェネラル マネジャー
2011年  アメリカン・エキスプレス・インターナショナル,Inc. 

（シンガポール）社長
2014年  アメリカン・エキスプレス・インターナショナル,Inc.（日本） 

個人事業部門 アクイジション・マーケティング統括上席副社長 
アメリカン・エキスプレス・ジャパン（株） 代表取締役社長

2017年  ヤマハ（株）社外取締役（現） 
当社社外取締役（現）

2018年  日本貨物鉄道（株） 社外取締役（現） 
（株）アルバック社外取締役（現）

（重要な兼職の状況）
ヤマハ（株）社外取締役　 
日本貨物鉄道（株）社外取締役　 
（株）アルバック社外取締役

社外取締役
独立役員

佐久間 達哉

1983年  検事任官　東京、那覇、新潟地方検察庁検事、 
法務省刑事局付、在米国日本大使館一等書記官等として勤務

1999年  法務省人権擁護局調査課長
2003年 同省刑事局公安課長
2004年 同局刑事課長
2005年  東京地方検察庁 特別捜査部副部長
2007年 同検察庁総務部長
2008年  同検察庁特別捜査部長
2010年  大津、前橋、千葉地方検察庁検事正、国連アジア極東犯罪 

防止研修所長、法務省法務総合研究所長を歴任 
（2019年 退官）

2019年  （株）bitFlyer社外取締役  
当社社外取締役（現） 
弁護士登録（第一東京弁護士会）

（重要な兼職の状況）
青山TS法律事務所 弁護士

社外取締役
独立役員

長坂 隆

1979年 監査法人中央会計事務所 入所
1981年 公認会計士登録
1990年 中央監査法人 社員
1998年 同法人 代表社員
2005年  中央青山監査法人 監査部長
2007年 新日本監査法人（現EY新日本有限責任監査法人）常務理事
2010年 同法人 シニアパートナー
2019年  長坂隆公認会計士事務所 代表（現） 

（株）コンテック社外取締役（現） 
特種東海製紙（株）社外監査役（現）

2020年  パーク24（株）社外取締役（現）  
当社社外取締役（現）

（重要な兼職の状況）
長坂隆公認会計士事務所 代表
（株）コンテック社外取締役
特種東海製紙（株）社外監査役
パーク24（株）社外取締役

社外取締役
独立役員

山澤 光太郎

1980年  日本銀行入行
2006年  （株）大阪証券取引所 出向
2010年  同社取締役常務執行役員
2013年  （株）日本取引所グループ 常務執行役 

（株）大阪証券取引所取締役 常務執行役員
2014年  （株）日本取引所グループ 専務執行役 

（株）大阪証券取引所取締役 専務執行役員
2015年  （株）大阪取引所取締役副社長
2017年  同社顧問 

当社社外監査役 
（株）東京商品取引所 社外取締役 
グローリー（株） 特別顧問（現）

2018年  ウイングアーク1st（株） 社外監査役
2019年  当社社外取締役（現）  

ウイングアーク1st（株） 社外取締役（現）
（重要な兼職の状況）
グローリー（株）特別顧問
ウイングアーク1st（株）社外取締役

  選任理由

  取締役会出席状況　　　

  会議／委員会

海外での社長経験も有し、グローバルな視点とダイバーシティへ
の造詣が深く、事業経営の経験も豊富であることから、総合金融
事業グループとして多くの海外子会社を擁する当グループにおい
て、これまで培ってこられた人脈、ノウハウ、知見を活かし、多様
な立場と視点から当社の経営に意見、指導が期待されるため。

94%（16回／17回）

• 取締役会 • 指名・報酬諮問委員会

  選任理由

  取締役会出席状況

  会議／委員会

日本銀行、取引所勤務を通じて培ってこられた財務・会計の知
識、企業のガバ ナンスに関する高い知見を有しており、金融業界
での広い人脈を活かし、持続的な企業価値向上への貢献が期待
されるため。

100%（14回／14回）

• 取締役会 • 指名・報酬諮問委員会

  選任理由

  取締役会出席状況

  会議／委員会

東京地方検察庁特別捜査部長をはじめとする要職を歴任される
など、法曹界における豊かな経験と見識を有しており、コンプライ
アンスを中心とした当社の内部統制態勢の強化への貢献が期待
されるため。

100%（14回／14回）

• 取締役会 • 指名・報酬諮問委員会

  選任理由

  取締役会出席状況

  会議／委員会

公認会計士として培われた会計の専門家としての実務経験と内
部統制に関する豊富な識見を併せ持ち、コーポレート・ガバナン
ス強化と企業価値向上に関する助言が期待されるため。

（2020年5月就任）

• 取締役会 • 指名・報酬諮問委員会

役員一覧
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監査役
社外監査役

鈴木 順一

1980年  ジャスコ（株）（現 イオン（株））入社
1998年  サイアムジャスコ（株）（現イオンタイランド（株）） 管理本部長
2002年  同社取締役管理本部長
2009年  永旺商業有限公司董事 副総経理管理本部長
2011年  AEON STORES（HONG KONG）CO., LTD. 管理本部長
2012年  同社取締役副社長
2015年  イオンモール（株） 常勤監査役
2018年  （株）イオン銀行監査役（現） 

当社社外監査役（現）
2019年  AFSコーポレーション（株） 監査役（現）
（重要な兼職の状況）
（株）イオン銀行監査役
AFSコーポレーション（株）監査役

監査役

宮崎 剛

1993年 ジャスコ（株）（現イオン（株））入社
2001年 同社秘書室
2009年 イオンリテール（株） まいばすけっと事業部
2012年 まいばすけっと（株） 営業部長
2013年 同社取締役 後方統括部長
2015年 同社取締役 営業・後方統括部長
2016年 同社取締役 人材開発部長
2017年 アコレ（株） 代表取締役社長
2018年 イオンビッグ（株） 代表取締役社長
2019年 イオン（株） ディスカウントストア事業PT
2020年  同社財経担当兼財務部長（現）  

当社監査役（現）
（重要な兼職の状況）
イオン（株）財経担当兼財務部長

社外監査役
独立役員

余語 裕子

1982年  モルガン銀行（現 JP Morgan）東京支店入行
1993年  ジェー・ピー・モルガン証券グローバル・マーケット部 

バイス・プレジデント
1996年  スコットランド開発庁 企業誘致局 

日本オフィスカントリー・マネージャー
2002年  トロント・ドミニオン証券 東京支店 

バイス・プレジデント 管理本部長 内部統括管理者
2005年 エービーエヌ・アムロ証券 人事部長
2008年  フィデリティ投資（株） 人事部長 

フィデリティ・ホールディング会社代表執行役
2016年  フィデリティ投信（株） 執行役員人事部長
2019年  当社社外監査役（現）

社外監査役
独立役員

大谷 剛

1980年  山之内製薬（株）（現 アステラス製薬（株））入社
1997年  同社シャクリー事業本部長代理 

同社米国シャクリーコーポレーション（米国子会社） 社外取締役
2001年  同社広報部IR担当次長
2003年  同社欧米部欧州事業担当部長
2005年  同社欧州統括会社（在英国）出向 内部監査部門長
2009年  同社監査部長
2013年  同社常勤監査役
2016年  当社社外監査役（現）

  選任理由

  監査役会出席状況

  会議／委員会

イオングループの海外現地法人での豊富な経験を有しており、経
営全般における監督と有効な助言をいただき、当社経営の妥当
性・適正性確保への貢献が期待されるため。

92%（12回／13回）

• 監査役会

  選任理由

  監査役会出席状況

  会議／委員会

内部統制、コーポレート・ガバナンスに精通しており、その豊富な
経験を基に、当社経営の妥当性・適正性確保への貢献が期待さ
れるため。

100%（13回／13回）

• 監査役会

  選任理由

  監査役会出席状況

  会議／委員会

ホールディング会社の代表執行役経験も有し、外資金融企業に
おいて内部統括管理者、人事責任者としての長い経験、その深
い見識やグローバルな視野から、また社会的視点から意見提言
いただき、コーポレート・ガバナンス強化への貢献が期待される
ため。

100%（10回／10回）

• 監査役会

  選任理由

  監査役会出席状況

  会議／委員会

親会社グループ子会社にて取締役を歴任され、事業経営の豊富
な見識・経験を有しており、イオン株式会社の財経担当の立場 
としても当社経営の健全性・適正性確保への貢献が期待される
ため。

（2020年5月就任）

• 監査役会
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コーポレート・ガバナンス

コーポレート・ガバナンス早見表（2020年6月1日現在）

経営会議、取締役会、および監査役会の開催回数（2019年度）

コーポレート・ガバナンスの変遷

2018年度 2019年度2017年度2016年度2015年度2014年度2013年度

イオンフィナンシャルサービス（株）
に商号変更

経営会議の設置
社外取締役2名、 
社外監査役4名選任

社外取締役1名増員 執行役員制度導入
社外取締役1名増員
社外取締役比率3分の1

内部統制推進 
委員会設置

指名・報酬諮問委員会設置
コーポレートガバナンス・ 
ガイドライン制定

経営会議

30回
取締役会

17回
監査役会

13回

組織形態 監査役会設置会社

取締役の人数  .................................................................................................................................................................................................................................................................................................. 12名
　うち、社外取締役の人数  .................................................................................................................................................................................................................................................................................................................... 4名
監査役の人数  ........................................................................................................................................................................................................................................................................................................  4名
　うち、社外監査役の人数  .................................................................................................................................................................................................................................................................................................................... 3名
役員構成比

取締役の任期  ........................................................................................................................................................................................................................................................................................................  1年
執行役員制度の採用 ................................................................................................................................................................................................................................................................................................. 有

会計監査人  .....................................................................................................................................................................................................................................................  有限責任監査法人トーマツ

取締役構成比 監査役構成比

取締役

66.6%

監査役

25.0%
社外取締役

33.3% 社外監査役

75.0%
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（1）  当社の親会社であるイオン株式会社の基本理念（以下、「イオンの基本理念」という。）である、お客さまを原点に平和を追求し、 
人間を尊重し、地域社会に貢献することを永遠の指針とし、当社グループに浸透させること

（2）  当社の経営理念のもとで、経営の基本方針を推し進め、グループ会社各社の自主・自律性を尊重すること

（3）  株主への利益還元、関係ステークホルダーとの相互利益および社会貢献のため、当社グループの全役職員が協力して、 
以下の取り組みを推し進めていくこと

  （ア）  取締役会から各部署に至るまで、意思決定にあたっては、メリットのみならずデメリットやリスクも含めて 
十分に情報を集め、自由闊達な議論により 利害得失を多角的に検討した上で、適正な手続きにより、 
法令等の社会規範に適合し、最適な決定をすること

  （イ）  お客さまの生活を豊かにするため、業務の効率化と事業の革新を追求し、グループシナジーの最大化により、 
継続的な成長を進めること

  （ウ）  従業員については、公正な処遇や評価と能力発揮機会の適切な提供により、自ら考えて行動する人材を育成し、 
その能力の最大限の発揮を図ること

  （エ）  事業を通じた社会貢献やサスティナブルな経営を推進すること

コーポレート・ガバナンスの基本理念

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、イオングループの一員として、イオンの基本理念で 
ある、「お客さまを原点に平和を追求し、人間を尊重し、地域社
会に貢献すること」を永遠の指針とし、「お客さま第一」「生活に
密着した金融サービスの提供」「社会の信頼と期待に応える」「活
力あふれる社内風土の確立」を経営の基本方針としています。

　当社は、この指針および経営の基本方針のもとに、持続的 
成長と中期的な企業価値の向上を図るべく、すべてのステーク
ホルダーの立場を踏まえ、透明・公正かつ迅速・果断な意思決
定を行うためのコーポレート・ガバナンス体制の構築・強化・充
実を推進することとしています。

コーポレート・ガバナンス体制

　当社は、経営管理機能やコーポレート・ガバナンス体制をより
一層強化するため、取締役会のほかに経営会議や内部統制推
進委員会、CSR委員会、指名・報酬諮問委員会およびディスク
ロージャー委員会を設置しています。経営会議は、社長の業務
執行上の意思決定に関する諮問機関として設置しており、また、
内部統制推進委員会は、取締役会の委嘱の範囲内でグループ
の持続的成長と中長期的な企業価値の向上を図るため、内部
統制システムの整備に関する事項を総合的・専門的に協議・決
定し、取締役会に報告・提言を行っています。当委員会は社長
を委員長とし取締役会が指名する者を委員として構成され、内
部統制システムが機動的に運用・改善される態勢としており、個
別テーマの具体的な検討・審議を行うことで、関係者に必要な
指導・助言を与え、取締役会からの委託を受けた事項について
決議を行い、取締役会に対し、報告・提言を行うこととしていま
す。CSR委員会は、当社グループが、社会的観点からガバナンス
を効かせること、企業としてのCSRに関する戦略・方針を決定す
ること、CSRへの取り組み姿勢を外部に示すこと、CSRに関して

当社各部門並びに当社グループ各社を指導するため、CSRに関
する事項を総合的・専門的に協議・検討し、関係者に必要な指
導・助言を与え、決議を行い、また、取締役会に報告を行ってい
ます。
　指名・報酬諮問委員会は取締役会より諮問を受けた委員会
で、次期取締役の候補者や取締役の報酬について議論・協議
を行っています。
　ディスクロージャー委員会は当社の業績や事業の状況等を説
明するための開示資料等について、多面的かつ総合的な議論・
協議を行っています。
　取締役会は、機動性を重視し迅速な意思決定を可能とするた
め、適正な人数で構成しています。当社および当社グループの経
営にかかる重要事項については、業務の有効性と効率性の観点
から、経営会議および内部統制推進委員会の審議を経て取締
役会において決定することとしています。
　また、当社は監査役会設置会社であり、監査役会は社外監査
役3名（内、独立役員2名）、監査役1名で構成されています。
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コーポレート・ガバナンス

コーポレート・ガバナンス体制図（2020年6月1日現在）

取締役会

子会社

内部統制 
推進委員会 CSR委員会

指名・ 
報酬諮問委員会

経営管理 
本部

海外事業 
本部

オペレーション 
企画本部

システム 
本部

経営企画 
本部

新規事業 
開発本部

人事総務 
本部

リスク管理・ 
コンプライアンス
本部

取締役会の実効性向上に向けた取り組み

　当社は、「取締役会の運営」「取締役会の構成」「ステークホル
ダーとのコミュニケーション」等について、取締役会の参加者に
対するアンケートを実施し、その結果分析・評価を通じて、抽出
された各種の課題に対し、「PDCAサイクル」にて対応する取り
組みを行っています。
　この取り組みにより、取締役会参加者への取締役会審議案件
の事前説明徹底等、取締役会運営の充実の推進や、指名・ 

報酬諮問委員会の設置等、コーポレート・ガバナンス改革を推
進しました。
　引き続き、取締役会機能のより一層の実効性向上に努めてい
きます。

3  外部の叡智の混合による革新

2   業務の進捗や 
生産性改善マネジメント

4   さらなる課題の究明

1   業務プロセスや事実の明確化

提案・ 
報告

指示

報告 委嘱 報告
会計監査
相当性の 
判断

答申 諮問

報告 指示

監査

報告

提案・ 
報告

指示
報告 指示

報告 報告

選定・委任・ 
監督・解職

選任・解任 選任・解任

監査役（会）

経営会議 社長

報告 モニタリング・助言・指導

選任・解任

監査本部
連携

会計監査

監査・ 
報告

会計監査人

ディスクロージャー
委員会

株主総会

Action
Check

Plan
Do
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（注）
1.  上表には、2019年6月25日開催の第38期定時株主総会終結の時をもって退任した取締役5名（うち社外取締役1名）、期中をもって退任した取締役1名、および社外監査役1名
を含んでいます。なお、同総会終結の時をもって社外監査役を退任し社外取締役に就任した山澤光太郎氏については、社外監査役在任期間分は社外監査役に、社外取締役在
任期間分は社外取締役に、それぞれ区分して上記の総額と員数に含めています。

2.  取締役の報酬は、経営戦略遂行を強く動機づけるとともに業績と連動するものであり、公正、透明性に配慮したものであります。
3  取締役の報酬は、「基本報酬」、「業績報酬」および「株式報酬型ストックオプション」で構成しています。
  ｢基本報酬」は、役位別に設定した基準金額内で、個別評価に基づき定め、月額払いで支給しています。
  なお関連会社役員を兼務し関連会社より報酬を受領する取締役の基本報酬は、個別に対応しています。
  ｢業績報酬」は、総現金報酬（基本報酬＋業績報酬）に占める業績報酬のウエイトは30%前後とし、責任に応じてそのウエイトを高めています。業績報酬の支給率は、期首に 
設定した目標達成時に基準金額の100%を支給するものとし、当該年度の業績および個人別評価に基づき0%から200%の範囲で変動幅を設けています。

  業績報酬は、全社業績報酬と個人別業績報酬により構成しています。全社業績報酬は、役位別基準金額に対して、連結および会社業績の達成率に基づく係数により算出し、 
業績を総合的に勘案し決定しています。

  個人別業績報酬は、役位別基準金額に対して、担当部門別業績と経営目標達成度による個人別評価に基づく係数により決定しています。
  ｢株式報酬型ストックオプション」は、株価や業績と報酬との連動性を高め、株価上昇によるメリットのみならず株価下落によるリスクまでも株主と共有することで、継続した 
業績向上と企業価値増大への意欲や士気を高めることを目的に、業績を反映させた株式報酬型ストックオプションとして新株予約権を割り当てています。新株予約権の割り当て
数については、役位別基準数に対して、当該年度の業績に基づき決定しています。

4.  社外取締役は、固定報酬のみの支給となり、全社・個人別業績評価ともに適用対象外となっています。
5.  取締役の報酬限度額は、2015年6月24日開催の第34期定時株主総会において年額550百万円以内と決議いただいています。なお、このうち金銭報酬が年額400百万円以内 
（うち社外取締役分50百万円以内）とし、株式報酬型ストックオプションの公正価値分として年額150百万円以内となっています。

6.  当社の役員の報酬等の額またはその算定方法の決定に関する方針の決定権限を有する者は、代表取締役社長であり、その権限の内容および裁量の範囲は、2019年6月25日 
取締役会決議に基づき、各取締役の個別報酬額（金銭部分）に関する部分となります。業績報酬については、当社の業績および各役員ごとの個人業績に基づき、予算達成率に 
より決められた範囲の中で決定しています。

取締役の役位ごとの種類別報酬割合
　業績連動報酬に係る指標は、経常利益の達成水準を主な指標とし、実支給額の決定にあたっては、一過性の利益の有無、期中で
の経営環境の変化、内部取引条件の改定などを反映して決定します。
　平常の事業成績を最も適切にあらわすことができる指標として、経常利益を主な指標として選択しています。

報酬の額またはその算定方法の決定方針

役員報酬（2019年度）

役員区分 報酬等の総額 
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる 
役員の員数 
（名）基本報酬 ストックオプション 業績報酬 退職慰労金

取締役（社外取締役を除く） 261 158 19 81 2 11

監査役（社外監査役を除く） ― ― ― ― ― ―

社外役員 6８ 6８ ― ― ― ９

役位

役員報酬の構成比

合計
基本報酬

業績連動報酬

業績報酬 中長期インセンティブ 
株式報酬型ストックオプション

役付取締役 100%～50% 0%～35% 0%～15%

100%取締役 100%～56% 0%～37% 0%～7%

社外取締役 100% 0% 0%

（注）この表は役員報酬の年間総額を100%とした場合、業績の変動で支払われる報酬の割合がどのように上下するのかを示したものです。支給実績を基に算出しています。
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リスクマネジメント

　当社は、当社グループが直面するさまざまなリスクについて、 
リスクカテゴリーごとに評価したリスクを可能な限り一貫した考
え方に基づいて総体的に捉え、より確実かつ継続的な企業価値
の向上に貢献することを目的とするリスク管理を推進しています。
　その推進のための体制として、当社は、グループのリスク管理
を統括する部門としてリスク管理部を設置しています。
　内部統制推進委員会では、当社グループのリスク管理全般に
関する事項について総合的な検討・審議を行い、必要な事項に
ついて取締役会に付議することとしています。また、内部統制に
係る各部会を設置し、グループにおけるモニタリングやリスク 

コントロールを焦点とした執行上の課題について具体的に検討
（問題把握、真因分析、および対策立案）を行い、内部統制推進
委員会に提案・報告することとしています。
　取締役会は、定期的にリスク管理状況の報告を受け、そのモ
ニタリングを行い、リスク管理に係る重要な基本事項の審議、決
定を行う体制としています。
　当社グループでは、業務において発生するリスクを、リスクの
要因別に「信用リスク」「市場リスク」「流動性リスク」「オペレー
ショナルリスク」に分類し、リスクの特性に応じて管理しています。

取締役会

リスク管理体制

オペレーショナルリスク管理

信用リスク
信用リスク管理については、住
宅ローンやクレジットカードなど、
個人への信用供与に伴うもの
が主体となっており、小口分散
が図られています。さらに住宅
ローンについては、事前審査と
事後モニタリングを徹底すると
ともに、不動産を担保に徴求す
ることなどにより、リスクの低減
を図っています。

市場リスク
市場リスク管理については、収
益部門から独立したリスク管理
の組織・体制を整備することに
より、業務上の相互牽制を確保
しています。

流動性リスク
流動性リスク管理については、
各社の資金繰りの実態に応じ
た体制を整備しており、資金効
率を考慮しつつも、流動性確保
にウエイトを置いた管理を行っ
ています。

オペレーショナルリスク
オペレーショナルリスク管理に
ついては、当社グループでは、
「事務リスク」「システムリスク」
「人的リスク」「有形資産リスク」
「風評リスク」「法務コンプライ
アンスリスク」の6つのカテゴ
リーに分類し、各リスク管理所
管部門が専門的な立場からリ
スク管理を行い、リスク管理部
が総合的なオペレーショナルリ
スクの把握・管理を実施してい
ます。

内部統制推進委員会

リスク管理部

カテゴリー別リスク管理所管部門

コーポレート・ガバナンス

信
用
リ
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場
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事業継続マネジメント

　当社グループはイオングループの一員として、2019年12月、 
地震・洪水・台風などの自然災害をはじめ、システムトラブル・
パンデミック・火災などのさまざまなリスクに備え、事業継続マネ
ジメントに係るマニュアルを刷新しました。当社、イオンクレジッ
トサービス、イオン銀行を適用範囲とし、事業継続マネジメント 
システムの事業継続方針や、組織並びに責任体制等を明確に 

するとともに、それらの手順を遵守或いは見直すことにより事業
継続を確実に行うことを目的としています。
　当社はさまざまなリスクに備えて、イオン（株）との防災訓練 
（毎年2回）や従業員の教育等を行っています。

 
（注） 事業継続マネジメントシステムとは、事業継続マネジメントを確立、導入、運用、 

監視、レビュー、維持および改善を行う仕組みのことです。

　当社グループは、イオン株式会社が定める「事業継続マネジメントシステム」および当社が定める「事業継続マネジメントシステ
ム」に基づき、決済インフラ等のイオンフィナンシャルサービス各社の事業の継続を目指します。

イオン銀行  
代表取締役

部対応管理者

イオンクレジットサービス  
代表取締役

システム責任者 広報責任者

緊急時対策本部の体制
　当社グループは緊急事態発生時、代表取締役社長を本部長として対策本部を設置し、イオングループの関係部署と緊密に連携し、
適時適切な対応を行います。

事業継続方針

1. お客さまおよび従業員、その家族の「安全・安心」の確保を最優先とする。

2. 災害時には被害状況の把握と対策実施に努め、業務の早期復旧を図る。

3. 特に社会インフラとして重要である決済やATMの機能の早期復旧を目指す。

イオングループ対策本部

対策本部長  
当社代表取締役

対策本部長補佐 
（人事総務担当取締役）

対策本部管理者 
（総務部長）
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Column
事業継続マネジメントシステムの国際規格「ISO22301」を取得

　当社は、2020年3月に、事業継続マネジメントシステム
（BCMS）の国際規格「ISO22301」認証を取得しました。
「ISO22301」は、2012年に施行された認証制度で、地震・
洪水・台風などの自然災害をはじめ、システムトラブル・パン
デミック・火災など、さまざまなリスクが現実となった場合に備
え、それらのリスクが事業に与える影響を最小化するための
対策を立案し、効率的かつ効果的に対応するためのBCMS
の国際規格です。
　大規模災害等発生時の事業継続に関する取り組みは、 
金融会社にとって極めて重要な経営課題となっています。 
当社は、決済インフラとして、地域社会をはじめとする各ステーク
ホルダーからも緊急時における早期復旧への要望が高いこと
から、災害対応や事業継続能力を維持・改善させるためのさ
まざまな取り組みに着手してきました。

　当社のさまざまな取り組みが「ISO22301」の事業継続マネ
ジメントシステムの基準を満たすものとして、当社、イオンクレ
ジットサービス株式会社および株式会社イオン銀行を登録活
動範囲とし、銀行を含む金融グループとしては、国内で初めて
認証されたものです。
　イオングループでは、毎年巨大地震や津波を想定した大規
模な防災訓練を継続して実施し、事業継続への取り組みを 
進めていますが、当社においてもこの訓練に積極的に参加し、
災害対策へのノウハウを蓄えてきました。2019年9月に発生
した台風15号は千葉県を中心に広域で停電被害をもたらし
ましたが、イオン銀行は、イオンモール木更津店で自他行ATM
が使用不能となったことを受け、移動ATMを派遣しました。さ
らに、停電被害が長期化したことを受け、イオンの移動販売車
とともに、山間部の千葉県館山市に出動、学校や2ヵ所の公
民館、漁港などを回り、サービスを提供しました。
　今後も事業継続への取り組みを積極的に推進するとともに、
有事の際にも暮らしを支え、地域を支える金融インフラとして
の社会的責任を果たしていきます。

認証の概要
登録事業者 イオンフィナンシャルサービス株式会社
登録証番号 JQA–BC0042
認証規格 ISO22301：2012／JISQ 22301：2013

認証機関一般財団法人日本品質保証機構（JQA）
認定機関一般社団法人情報マネジメントシステム認定センター

登録日 2020年3月27日
登録活動範囲 （1） イオンフィナンシャルサービス株式会社

 • グループ会社の統括および連携
 • 社外関係者との情報連携
 • 銀行借入／CP調達手続き、子会社貸付、銀行返済
（2）  イオンクレジットサービス株式会社 

a）クレジット決済およびコールセンターに関するシステムの運用管理 
b）コールセンター運営の管理

（3）  株式会社イオン銀行 
a）日銀当座預金の決済、外貨決済 
b）全銀決済 
c）住宅ローン・法人融資、住宅金融支援機構への買取依頼申請 
d）インターネットバンキングのシステムメンテナンス 
e）事務の立案（非常時現金手払い）

ISO22301マネジメントシステム登録証移動ATM

コーポレート・ガバナンス
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コンプライアンス体制

　当社グループの従業員は、イオングループが掲げる社会規範
や企業倫理に則った適切な判断と行動をする上での指針である
「イオン行動規範」および当社グループが定める「AFS（イオンフィ
ナンシャルサービス）グループコンプライアンス方針」を共通の価
値基準として、これを遵守することとしています。
　また、「コンプライアンス規程」や「コンプライアンス・マニュア
ル」を定めて従業員が遵守すべき法令、その具体的な留意点、
違反を発見した場合の対処方法などを周知するほか、定期的、
随時にコンプライアンス教育を実施しています。
　当社は、当社グループのコンプライアンスを統括する部署とし
て、法務コンプライアンス部を設置し、グループ各社のコンプラ
イアンス状況のモニタリングや必要に応じて指導や助言等を行っ
ています。
　内部統制推進委員会では、当社グループのコンプライアンス
に関するモニタリングを行うほかコンプライアンスに関する課題
への対応を検討します。

　取締役会は、内部統制推進委員会から当社グループのコンプ
ライアンスに関する報告や提言を受けるほか、コンプライアンス
に係る重要な事項等の決定を行うこととしています。
　当社グループは、「反社会的勢力に対する基本方針」を定め、
反社会的勢力との関係を遮断し、断固としてこれらを排除する
姿勢を従業員に明示しています。当社およびグループ各社は、反
社会的勢力に関する内部・外部情報の収集、分析を行い、当社
に管理状況を報告することとしています。当社は、グループ各社
の反社会的勢力の排除に係る管理状況のモニタリングを行い必
要に応じて指示や指導を行っています。
　また、近年国際的な高まりを見せているマネーロンダリング 
およびテロ資金供与について、重要な経営課題として位置付け、 
主体的かつ積極的な対応を進めるため、当社グループコンプラ
イアンス方針に基づき、グループ各社における管理態勢の整備・
運用に取り組んでいます。

内部通報制度

　当社グループは、グループ各社に相談窓口を設置するとともに、
イオン行動規範110番相談窓口および社外相談窓口を従業員
に周知しています。相談窓口は、法令違反の問題はもとより日常
業務の問題に至るまで、各職場での解決が困難な場合に相談と
して取り上げ、相談者の保護を図りつつ、事実調査と対応・改善

解決策を講じています。
　また、新たに2020年1月には、「各社役員が関与する不正行
為の通報専用窓口」を設置し、イオングループとしてコーポレー
ト・ガバナンスのさらなる徹底を図っています。

内部監査

　当社は、適切なリスク管理体制を整備する上で、内部監査態
勢の構築が必要不可欠との認識のもと、内部監査の実効性の
確保に向けた当社グループの「内部監査基本方針」を定めてい
ます。当社内部監査部門は、当社各部門・国内および海外子会
社に対する実地監査およびモニタリングを実施し、グループの内
部管理態勢の適切性・有効性を検証、改善提言や助言を行う
ことにより監査対象部門・子会社の自律的な改善を促す活動を
行っています。

　また、当社内部監査部門は、国内・海外の子会社監査部門の
監査実施状況のモニタリングや、定期的に開催する国内・海外
の内部監査責任者会議を通じて、子会社内部監査部門の品質
向上を図るとともに、各社の内部監査機能の有効性を検証して
います。
　なお、当社内部監査部門は、当社監査役および会計監査人と
連携・協力の上、独立および客観的立場から監査を実施し、定
期的に取締役会および監査役会に監査内容を報告しています。

イオン銀行の内部通報制度認証
　イオン銀行は、不正やルール違反を早期に発見・是正を図るため、「内部通報制度の見える
化」をテーマに、敷居が低く、相談しやすい環境づくりの取り組みを行ってきました。2019年11
月には、内部通報制度のさらなる実効性の向上を目的に、消費者庁所管の「内部通報制度認
証（自己適合宣言登録制度）」に登録されました。
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ステークホルダーとの対話

　当社は経営陣やIR部門が中心となり、株主・投資家との責任ある対話を行っています。今後も責任ある対話を通じて、企業価値の
向上につなげていきます。

※  MSCIジャパンESGセレクト・リーダーズ指数は、親指数（MSCIジャ
パンIMIトップ700指数：時価総額上位700銘柄）構成銘柄の中か
ら、親指数における各GICS®（Global Industry Classification 
Standard：世界産業分類基準）業種分類の時価総額50%を 
目標に、ESG評価に優れた企業を選別して構築される指数です。

  イオンフィナンシャルサービス（株）がMSCIインデックスに含まれ
ること、および本ページにおけるMSCIのロゴ、商標、サービスマー
クまたはインデックス名の使用は、MSCIまたはその関連会社によ
るイオンフィナンシャルサービス（株）への後援、保証、広告宣伝
ではありません。独占的所有権：MSCI、MSCIインデックス名お
よびロゴは、MSCIまたはその関連会社の商標またはサービスマー
クです。

IRに関する活動状況

IR活動 補足説明 代表者自身による 
説明の有無

活動 
（2019年度実績）

ディスクロージャーポリシーの 
作成・公表

ディスクロージャーポリシーを作成し、基本方針、情報開示の基準、
情報開示の方法、IR自粛期間について公表しています。 ― ―

個人投資家向け会社説明会の 
開催

個人投資家さま向けの会社説明会を開催し、当社の紹介・業績
状況について説明しています。 あり 会場形式3回（参加者数：

266名）、WEB形式2回
アナリスト・機関投資家向け 
説明会の定期的開催

代表者または経営管理担当取締役、経営企画担当取締役による
説明会を定期的に実施しています。 あり 対話延べ数：221社

海外投資家向け説明会の 
定期的開催

英文アニュアルレポート作成のほか、IRサイトの英文版を作成して
います。また、各種決算資料を英文化するとともに、海外投資家と
のミーティングも定期的に実施しています。

あり 対話延べ数：51社

IR資料のコーポレートサイト 
掲載

各種資料の掲載に加え、決算説明会を音声配信しています。また、 
月次情報を公表しています。 ̶ 決算公表資料：四半期ごと

その他IR関連資料：随時
IRに関する部署（担当者）の 
設置

ディスクロージャー所管部門である「経営企画部」にIR担当者を配
置しています。 ̶ ―

国内証券会社のアナリストや 
機関投資家向け海外視察ツアー
の開催

海外事業の全体像、並びにタイとマレーシアの現地子会社の現地
事情・事業内容について説明、また実際にタイとマレーシアの店舗
視察を実施しました。

̶ 開催数：1回

その他
国内外の投資家さまや証券アナリストさまを対象とした、代表取締
役社長、経営管理担当取締役およびIR担当者による個別ミー
ティングを実施しています。

あり 開催数：121回

当社に対する外部評価（2020年6月30日現在）

IRサイト 評価内容

日興アイ・アール（株）
「2019年度全上場企業ホームページ 
充実度ランキング」 
総合ランキング：最優秀サイト

モーニングスター（株） 
ゴメス・コンサルティング 
事業部

「Gomez IRサイトランキング2019」 
優秀企業：銀賞

インデックス 評価内容

MSCIジャパン ESG  
セレクト･リーダーズ指数※

構成銘柄に4年連続選定 
（ESG格付け：A／AAA～B）

SNAMサステナビリティ・
インデックス 構成銘柄に9年連続選定

JPX日経400 構成銘柄に7年連続選定

その他 評価内容

日経Smart Work経営 総合評価 ★3.5

IR関連情報の開示状況
資料 日本語 英語

決算公表資料

適時開示資料

個人投資家の皆さまへ ̶

株主・株式関連情報

業績・財務関連 
グラフ・データ

格付情報（2020年6月30日現在）

格付機関 長期 短期

日本格付研究所（JCR) A 
（安定的） J-1

格付投資情報センターR&I A－ 
（安定的) a-1

コーポレート・ガバナンス
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